研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　介護老人福祉施設　南山苑　　職　種　介護支援専門員　　氏　名　佐々木　礼子

	期　　間　平成２２年　9月15日　13：30～16：00

	出張目的　平成２２年度介護支援専門員等研修会参加のため

	出 張 先　八戸市庁別館　会議室BC

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜全体考察＞

　生活保護制度と介護保険との関わりについて、申請・更新の手続きや給付のあり方を学ぶことができた。高齢化が進み生活保護受給者も今後増えていくことは予想されるため、介護支援専門員が把握しておくべき制度であり、必要な情報を得ることができたと思う。

生活保護と介護保険について考えさせられた事件として、いまだ生々しい記憶として残っているのが、昨年群馬県渋川市でおきた「静養ホームたまゆら」の火災である。入所者10人が犠牲になったこの火災で、生活保護を受けている要介護者が行き場もなく、行政の手で劣悪な施設に送り込まれている事実を新聞やＴＶの報道で知ることになった。厚生労働省はたまゆら火災を受け、無許可施設の全国調査を実施。有料老人ホームにあたる五百六十五施設のうち改善が必要な施設は全体の４割を占めたが、火災後も行き場のない要介護者自身が、劣悪な施設を選ぶ状況は解消されていない。「静養ホームたまゆら」は自己負担が低いことから、県外からも多数の人が入所していた。自己負担が低いということは、安全面でも施設面でも人員体制の面でもリスク＝危険がともなうことになるだろう。「たまゆら」の場合は、入所者に対する責任として経営責任が問われていたが、根本にあるのは、生活保護と介護保険の制度上の矛盾という問題があるのではないだろうか。特別養護老人ホームの待機者は全国で約４２万人。また介護保険だけでは在宅の高齢者を支えきれない現実もあり、「たまゆら」火災の背景には圧倒的な要介護者の受け皿不足が掲げられるであろう。「たまゆら」火災がきっかけとなり、都は、低所得者向けに居室面積などの基準を引き下げた「都市型ケアハウス」の整備促進を決め、国は特別養護老人ホームで個室式のユニット型を推進してきたが、低所得者対策として、相部屋式の多床型も認める方針に変わった。

居宅と介護施設入所では生活保護の最低生活費の計算方法に違いがあることがわかった。生活保護を受けている人が特養・老健・介護療養型医療施設など、介護保険法で定められた介護施設に入所する場合は、食費、居住費も含めて自己負担費用を生活保護費で払っても、ご本人の手元には一定額が残るようになっている。居宅の場合は年齢別、世帯人員別、各種加算、住宅扶助を合計して計算するが、だいたい十万円未満の受給である。グループホームへの入所は、在宅での生活保護という扱いとなり、オムツ代や光熱費等別料金で月十数万円はかかるグループホームにおいて、居宅の最低生活費を支給されても、入所費用を全額支払うことができないのである。家族が不足分の費用を援助しようとすると、援助された部分に関して生活保護費が差し引かれるため、グループホームしか入所するところがないのに入所できない、または料金を滞納し、事業所の負担が増えているという問題も発生している。このような問題は今後どのように解決していかなければならないのか、施設入所待機者の解消とともに早期の対策が必要と思われる。施設入所待機者といえば、生活保護を受けていない待機者であっても、在宅介護に限界を感じている家族の訴えは悲痛である。普通に生活を送っていた人が病気のため入院し、医療依存度が高く、全介助状態になっても病状が落ち着けば退院を勧められる。そのとき地域医療連携室があれば相談窓口として、家族の相談を受けることができるが、病院側に医療連携室もなく相談員もいない場合、「私たちのようなものが相談できる窓口はどこにあるのですか」と受け入れてくれる施設を探すため入所相談にきた家族の切実な声を忘れることはできない。在宅での介護保険サービスも利用したことがなかったため、居宅のケアマネもついていなかったのである。

　現在、生活保護を受ける人が増え続けており、生活困窮と介護難民は深刻化している。最近は、長期化・深刻化する雇用悪化が原因で30～50代の現役世代が生活保護を受けている。一方、高齢で無年金あるいは低年金、そして身寄りがない、または家族による経済的援助も不可能な人の生活保護もあとをたたない。施設の1職員として施設入所が決定した利用者の生活保護の手続き代行等援助することはできるが、相談援助にも限界がある。上記の問題群に関しては今後、地域が一丸となって取り組んでいかなければならない大きな課題といえるだろう。

　

「生活保護制度の概要と介護保険との関わりについて」　　　講師　生活福祉課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主幹　　大向　美智子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主査
高橋　渉

生活保護制度の概要

生活保護

生活保護とは憲法第25条に基づき定められている。

生活保護制度の基本原理

１.国家責任の原理　　2.無差別平等の原理　　３.最低生活保障の原理　４.補足性の原理

生活保護の基本原則

1. 申請保護の原理→保護は申請に基づいて開始。急迫した状況の場合、申請がなくても必要な保護を行う。

2. 基準及び程度の原則　　3.必要即応の原則　　4.世帯単位の原則

生活保護申請から受給まで

※Ｑ：生活保護を受給したいと言われたらどのように答えたらよいか？

　Ａ：生活に困っている本人が福祉事務所・生活福祉課の窓口に来てください。本人が来られない場合は事情のわかる代理人でも可。民生委員も福祉全般の相談に乗ってくれます。

※国民は申請をする権利がある。ただし申請をする前に努力が必要。

　生活保護を申請する前に　・働ける人は働く

・自動車、不動産、貴金属、生命保険など財産、資産を活用し処分する。年金や手当など受けられるものは受ける。親、子、兄弟などから援助が受けられないか確認をする。

・借金を解決する。→自己破綻

　相談→保護申請→調査→要否判定→決定→保護受給

～調査～預貯金・生命保険・不動産・扶養義務者・就労収入・年金等社会保障給付・病状・就労の可否

～職権による保護の場合～行き倒れ等→急迫保護（職権保護）→医療機関への入院

～要否判定～

　　　最低生活費→生活保護費
　　収入　　　　　　　　　→最低生活費より収入が多い場合、生活保護は適用されない

　　収入　　適応→最低生活費より収入が少ない場合、少ない分だけ生活保護が適用される。

※要保護者世帯向け　　不動産担保型生活資金（リバースモゲージ）

　　≪家、土地を担保に社会福祉協議会から生活費を借りる。≫

　　・65才以上で生活保護が必要な世帯

　　・住んでいる土地が本人名義（配偶者と共有）

　　・土地評価額　　500万円以上

　　・不動産に抵当権が設定されていない。

　　　　　　　　
保護の種類
1．生活扶助　　食事、衣服費、電気、ガス、水道費等

2．住宅扶助　　住居の提供、家屋の補修費

3．教育扶助　　義務教育に伴って必要な教科書、学用品、給食費

4．出産扶助　　出産に必要な経費

5．生業扶助　　自立に必要な技能・技術を身につけるため必要な費用、高校就学費

6．葬祭扶助　　葬祭に必要な経費

7．医療不助　　診察、薬剤、医学的処置、手術や治療など

8．介護扶助　　居宅介護、福祉用具、住宅改修、施設介護等

被保護者の権利及び義務

・生活上の義務（法第60条）

　勤労　節約　生活の維持・向上　パチンコ禁止　借金禁止　自動車所有・使用の禁止

・届出の義務（法第61条）→収入申告

　（収入が減った、増えた　　（仕事を始めた、辞めた、変わった　（世帯の人数が変わった

　（入院した、退院した　　　（その他、高校を中退、交通事故

・指示等に従う義務（法第62条）

　　　　　　指示に従わなければ→保護の停止、廃止

・費用返還義務（法第63条）

　　資力があるにも関わらず保護を受けた場合→返還

不正受給の費用の徴収と罰則

嘘の届出→費用を徴収　罰則（懲役3年以下　罰金30万以下

最低生活費の計算の仕方

◎居宅、入院、介護施設入所に分けられる。

　　　　　支給額算定：最低生活費－収入

　　　　　安否判定時：医療費・介護費を加える

介護扶助

65歳以上（医療保険加入の40～64歳）→介護保険課→9割・介護保険　１割・生活保護

40～64歳→生活福祉課→10割・生活保護

生活保護と介護保険に対する質問

Ｑ：月の途中で生活保護になった場合　Ａ：保護を申請した日から日割り計算する。

Ｑ：医療扶助の給付について　

Ａ：（初診の場合①申請→保護・変更申請書②医療券の発行→被保護者に持たせる③受診

　：（継続受診の場合①前月に受診連絡②医療費交付決定③医療機関へ発行

　≪医療扶助の給付≫

・医療機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　　診療報酬支払基金　

　　　　　　　診察報酬・請求　　　　　　　　　　　支払　　　請求

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　医療の必要性確認　　　　　　　レセプト点検・福祉事務所

　　　　（主治医意見書）
　≪介護扶助の給付≫65歳以上

・介護申請・サービス利用費用と保護変更申請書を提出

Ｑ：生活福祉課の業務内容を教えてほしい

Ａ：職員体制・仕事の内容

　　生活福祉課→生活福祉課長

生活福祉所長

ケースワーカー31人・・・1人100世帯担当　　社会福祉主事（資格）


面接相談員2人

　　　　　　　　就労支援相談員1人

　　　　　　　　医療・介護担当

　　　　　　　　レセプト点検員

　　　　　　　　経理・庶務担当

　　仕事の内容（相談者―相談・助言（新規申請者―調査・判定

　　　　　　　（立ち入り調査権―生活実態調査（訪問）

　　　　　　　　　　　　　　　　扶養義務調査

　　　　　　　　　　　　　　　　収入申告状況調査

　　　　　　　　　　　　　　　　病状調査・就労支援・保護費の暫定

　　　　　　　

（生活保護受給世帯の訪問

　　Ａケース・・・・・・毎月1回以上（仕事を探している）

　　Ｂケース・・・・・・2か月に1回以上（母子世帯）

　　Ｃケース・・・・・・3か月に1回以上（高齢者・特に問題ない場合）

　　Ｄケース・・・・・・6か月に1回以上（介護サービス利用者）

　　Ｅケース・・・・・・12か月に1回以上（長期入院者）

　Ｑ：生活福祉課のケースワーカーはどこまで関わってくれるのか？

　Ａ：親族のかわりの保証人や身元引受人・代理人・入院時の保証人・手術の同意書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　できない

　Ｑ：生活保護受給者が施設入所している場合住所は？Ａ：施設住所

　Ｑ：生活保護受給者がユニット個室の入所は認められるのか？Ａ：認められない。

　　　　　　　　

請求方法について→年齢によって請求方法が違う

（1号被保険者、2号被保険者が生保受給者になった場合　（65歳以上の生保受給者が生保廃止の場合

（40歳以上65歳未満の生保受給者が生保廃止となった場合

（40歳以上65歳未満の生保単独受給者が65歳となった場合

申請について

年齢により介護保険課、生活福祉課への手続き必要・必要なしがある。介護扶助の利用あり・なしで介護保険課への手続きの必要あり・なしがある。
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